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１．はじめに 

 従来から，表層崩壊発生危険度には潜在崩土層（本報では，鉛直方向を「深さ」，斜面に垂直な方

向を「厚さ」と表現する）の分布を把握することの重要性が指摘されてきており，これまで潜在崩土

層深分布を把握する研究が行われてきている．この潜在崩土層深は，様々な現象によって変化するこ

とは知られていたが，近年の研究により，その経年変化量が従来考えられてきたものよりも大きい可

能性が指摘されている．また，潜在崩土層深の経年変化量に関する研究の多くは崩壊跡地及びその周

辺斜面を対象としており１），潜在崩土層深の経年変化量が表層崩壊発生危険度に及ぼす影響に関する

研究事例は少ない．本報では，過去に潜在崩土層深分布が求められている青谷試験地を対象に再度簡

易貫入試験を実施し，非崩壊地を含めた潜在崩土層深分布の変化量を明らかにし，潜在崩土層深分布

の経年変化量が表層崩壊発生危険度に与える影響について検討を行う．  

２．青谷試験地の概要 

 本報の試験地として，神戸市街地の背山を形成する六甲山系南

側斜面の山麓部に位置する青谷試験地を選定した．青谷試験地の

位置図を図－１に示す．本試験地では試験地を取り囲むように解

析対象区域が設定され，数値地形モデルが作成されている２)．解

析対象区域の奥行きは約 200m，幅約 90m で，数値地形モデルの

大きさは 62×49 格子点（5m 間隔）である．本試験地では 1961

年および 1967 年の豪雨により崩壊が発生している．青谷試験地

では，1987 年頃に江守２)によって，合計 97 測点において簡易貫

入試験が行われ，潜在崩土層深が求められている（図－２参照）．  

３．簡易貫入試験による潜在崩土層深の測定 

江守２）が青谷試験地で簡易貫入試験を実施した測点では，試験

終了後に測点名を記入した塩化ビニル管を孔に打ち込んでいる

ため，著者らはこの塩化ビニル管の位置を目印とし，江守２）が行

った 97 測点中の 45 測点，ならびに新たに 3 測点を加えた計 48

測点において簡易貫入試験を行った．潜在崩土層深を正確に測る

ため，各測点では簡易貫入試験を 2回以上行い，明らかに礫打ち

などによる異常値であると判断した場合は，そのデータは除外し

た．なお，各測点の潜在崩土層深は複数回の試験結果の平均値を

用いた．得られた潜在崩土層深の分布図を図－３に示す．図－３

より，潜在崩土層深は尾根付近で厚く，右岸側の急斜面（崩壊跡

地付近）で薄くなる傾向を示し，崩壊跡地上部では厚い．また，

図－４に江守が行った測定結果を示す．図－４では，多くの測点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 青谷試験地位置図 

 

 

図－２ 簡易貫入試験実施位置２） 
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での潜在崩土層深は 1.0m より薄く，2006 年と比べ薄い分布傾向

を示している．さらに，図－５に 1987年と 2006年の潜在崩土層

深の変化量を示す．潜在崩土層深の変化量は-0.54～1.41mであり，

全体的な傾向としては増加していることが見てとれる．特に増加

している測点は，頂部斜面と崩壊跡地の滑落崖直上の測点である．

一方，潜在崩土層深が減少している測点 

は，傾斜が急である箇所，または集水性の高い箇所である．この

ことから，潜在崩土層深の変化は主に基岩の風化や表土の移動に

起因すると考えられる． 

４．潜在崩土層深の経年変化と表層崩壊発生危険度の関係 

 各年代の潜在崩土層深を基にクリギングによる補間を行い，青

谷試験地の各格子点上の潜在崩土層深を求め，無限長斜面安定解

析による表層崩壊発生危険度の評価を行った．潜在崩土層内の地

下水の集水モデルは沖村３）が提案しているモデルを用いた．計算

に用いる物性値を表－１に示す．降雨条件として，時間雨量

10mm/hr を 30 時間一様に与え，降雨開始後 10 時間以内に安全率

が 1.0を下回ったセルの表層崩壊危険度をランク Aとし，20時間

以内をランク B，30時間以内をランク Cとして評価を行った．1987

年の結果を図－６，2006 年の結果を図－７に示す．図－６,７よ

り，1987 年と 2006 年では表層崩壊危険斜面の位置，および危険

度は変化しており，特に崩壊跡地およびその上部斜面である右岸

下流域の急傾斜斜面では，表層崩壊危険斜面が拡大していること

が明らかとなった． 

表－１ 解析に用いた物性値 

c’(kPa) φ’(°) γsat(kN/m3) γt(kN/m3) λ k(mm/hr) 

4.9 31 17.6 15.7 0.35 200 

5.まとめ 

本報では，崩壊跡地を含む山腹斜面における潜在崩土層深の変

化量とそれによる表層崩壊発生危険度の変化について検討した．

その結果，崩壊跡地はもとより，その他の斜面においても潜在崩

土層深は変化し，かつその変化量は表層崩壊発生危険度に影響を

及ぼすレベルであることが示された．しかしながら，今回報告し

た斜面は六甲山系の一部であり，他の斜面においても同様の変化

が生じているかは今後さらに調査してゆく予定である． 
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図－３ 潜在崩土層深分布（2006） 

 

 
図－４ 潜在崩土層深分布（1987） 

 

 
 

図－５ 潜在崩土層深の変化量 

 

 
図－６ 崩壊危険度評価結果（1987） 

 

 
図－７ 崩壊危険度評価結果（2006） 
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